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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次
第70期

第１四半期
累計期間

第71期
第１四半期
累計期間

第70期

会計期間

自2019年
　12月１日
至2020年
　２月29日

自2020年
　12月１日
至2021年
　２月28日

自2019年
　12月１日
至2020年
　11月30日

売上高 （千円） 1,155,823 2,064,212 7,663,581

経常利益又は経常損失（△） （千円） △138,213 230,731 256,323

四半期（当期）純利益又は四半期

純損失（△）
（千円） △107,363 148,681 116,784

持分法を適用した場合の投資利益 （千円） － － －

資本金 （千円） 819,965 819,965 819,965

発行済株式総数 （株） 1,057,980 1,057,980 1,057,980

純資産額 （千円） 3,093,835 3,480,569 3,329,902

総資産額 （千円） 8,069,664 8,757,447 8,015,620

１株当たり四半期（当期）純利益

又は１株当たり四半期純損失

（△）

（円） △124.63 172.60 135.57

潜在株式調整後１株当たり四半期

（当期）純利益
（円） － － －

１株当たり配当額 （円） － － 50

自己資本比率 （％） 38.3 39.7 41.5

　（注）１．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりませんので、連結会計年度に係る主要な経営指標等の推移につい

ては記載しておりません。

２．売上高には、消費税等は含まれておりません。

３．持分法を適用した場合の投資利益は、四半期財務諸表等規則第12条の規定により、関連会社の損益等に重要

性が乏しいため記載を省略しております。

４．潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益については、潜在株式が存在しないため記載しておりませ

ん。

 

２【事業の内容】

当第１四半期累計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）が営む事業の内容について、重要な変

更はありません。また、主要な関係会社における異動もありません。
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第２【事業の状況】

１【事業等のリスク】
　当第１四半期累計期間において、新たに発生した事業等のリスクはありません。
　また、前事業年度の有価証券報告書に記載した事業等のリスクについて重要な変更はありません。
　当社は、建設工事に関連する地質調査、土質調査を中心に環境・防災・海洋調査業務等を行い、これらに関連する
測量、建設計画、設計等の業務および工事を主な事業としております。事業内容の性質上、人が密集する等、一般的
に新型コロナウイルス感染症の影響を受けると考えられる事柄との関係性は低い事業であり、現時点では着工中案件
の中断等はありません。当社では、当社社員をはじめとする関係者の安全を最優先とする方針のもと、在宅勤務・時
差通勤等を推奨し、感染予防や拡大防止に対して適切な管理体制を構築して対応しております。
　ただし、今後新型コロナウイルス感染症の影響が長期に渡る場合などには、当社の経営成績に影響を及ぼす可能性
があります。
 

２【経営者による財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

文中における将来に関する事項は、当四半期会計期間の末日現在において判断したものであります。

 

(1) 経営成績の分析

①経営成績の概況

当第１四半期累計期間におけるわが国経済は、新型コロナウイルス感染症の収束期待が一部に出始めてはいるも

のの、実態面を見ると未だ感染症の影響による国内消費およびインバウンド需要の激減と企業の設備投資調整が継

続しており、今後も新型コロナウイルス感染動向が経済に与える影響は非常に大きいものと思われます。

当社を取り巻く建設コンサルタントおよび地質調査業界におきましては、2018年12月に策定された国の「防災・

減災、国土強靭化のための３か年緊急対策」に続き、昨年12月に予算規模15兆円の「防災・減災、国土強靭化の５

か年加速化対策」が策定されました。これによりさらなる受注競争の激化が予想されるものの国内公共事業を取り

巻く環境はおおむね堅調に推移するものと予想されます。

当社は事業内容の性質上、一般的に新型コロナウイルス感染症の影響を受けると考えられる事柄との関係性は低

い事業であり、現時点では着工中案件の中断等はないものの、当社社員をはじめとする関係者の安全を最優先とす

る方針のもと、在宅勤務・時差出勤等の奨励や業務中のマスク着用徹底など、感染予防や拡大防止に対して適切な

管理体制を継続してまいります。

こうした状況の中、当社はコア技術を活かした点検、診断、維持対策工法検討など予防保全業務に注力するとと

もに、地質リスクに対応した保有・先端技術を活かした提案力をもって、震災等の復興と国土強靭化推進業務をは

じめとする自然災害・防災関連等の業務、道路・下水道維持管理をはじめとするインフラメンテナンス業務、再生

可能エネルギー、海洋資源開発等、関連業務に全社員協力一致のもと取り組んだ結果、当第１四半期累計期間の経

営成績は、次のとおりとなりました。

受注高は、19億11百万円（前年同四半期比1.9％増）となりました。

売上高は繰越業務の順調な完成もあり20億64百万円（前年同四半期比78.6％増）、営業利益は売上原価低減が図

られ２億19百万円（前年同四半期は営業損失１億54百万円）、経常利益２億30百万円（前年同四半期は経常損失１

億38百万円）、四半期純利益１億48百万円（前年同四半期は四半期純損失１億７百万円）となりました。

②売上高の季節的変動について

当社は、官公庁・公共企業体をはじめとする公共部門との取引率が高いことから、納期の関係もあり、売上高・

利益ともに第２四半期と第４四半期に集中するという季節変動の傾向があります。

 

(2) 財政状態の分析

（資産）

　資産合計は、前事業年度末に比べ７億41百万円増加し、87億57百万円となりました。その主な増減内訳は、現金

及び預金の増加９億43百万円、完成調査未収入金の減少１億87百万円等であります。

（負債）

　負債合計は、前事業年度末に比べ５億91百万円増加し、52億76百万円となりました。その主な増減内訳は、短期

借入金の増加９億円、未払費用の減少２億１百万円、調査未払金の減少１億53百万円、賞与引当金の増加１億14百

万円等であります。

（純資産）

　純資産合計は、前事業年度末に比べ１億50百万円増加し、34億80百万円となりました。その主な増減内訳は、利

益剰余金の増加１億26百万円、その他有価証券評価差額金の増加24百万円等であります。

 

(3) 優先的に対処すべき事業上及び財務上の課題

当第１四半期累計期間において、当社が優先的に対処すべき事業上及び財務上の課題について重要な変更はあり

ません。
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(4) 研究開発活動

　当社の調査コンサルタントとしての業務は、その全てが高度な技術力によって支えられており、その向上と新分

野、新技術の開発は不可欠なものであります。この為当社は、地盤に関連した広範囲な課題に対する最適なソ

リューションを提供することを目的として、国、独立行政法人、大学等の研究機関ならびに民間の研究機関との連

携による共同研究開発を積極的に進めており、研究開発費の執行状況は511千円であります。

 

３【経営上の重要な契約等】
当第１四半期会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。
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第３【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 3,400,000

計 3,400,000

 

②【発行済株式】

種類
第１四半期会計期間末現
在発行数（株）
（2021年２月28日）

提出日現在発行数（株）
（2021年４月14日）

上場金融商品取引所名又
は登録認可金融商品取引
業協会名

内容

普通株式 1,057,980 1,057,980

東京証券取引所

ＪＡＳＤＡＱ

（スタンダード）

単元株式数100株

計 1,057,980 1,057,980 － －

 

（２）【新株予約権等の状況】

①【ストックオプション制度の内容】

　　　　　該当事項はありません。

 

②【その他の新株予約権等の状況】

　　　　　該当事項はありません。

 

（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。

 

（４）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式総
数増減数

（株）

発行済株式総
数残高（株）

資本金増減額
（千円）

資本金残高
（千円）

資本準備金増
減額（千円）

資本準備金残
高（千円）

2020年12月１日～

2021年２月28日
－ 1,057,980 － 819,965 － 826,345

 

（５）【大株主の状況】

当四半期会計期間は第１四半期会計期間であるため、記載事項はありません。
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（６）【議決権の状況】

当第１四半期会計期間末日現在の議決権の状況については、株主名簿の記載内容が確認できないため、記載す

ることができませんので、直前の基準日（2020年11月30日）に基づく株主名簿による記載をしております。

 

①【発行済株式】

    2021年２月28日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式  － － －

議決権制限株式（自己株式等）  － － －

議決権制限株式（その他）  － － －

完全議決権株式（自己株式等）（注） 普通株式 196,400 276 －

完全議決権株式（その他） 普通株式 856,800 8,568 －

単元未満株式 普通株式 4,780 －
１単元(100株)未満の

株式

発行済株式総数  1,057,980 － －

総株主の議決権  － 8,844 －

　（注）「完全議決権株式（自己株式等）」欄の普通株式数には、「株式給付信託（ＢＢＴ）」の導入に伴い、株式会社

日本カストディ銀行（信託Ｅ口）が保有する27,670株（議決権の数276個）が含まれております。なお、当該議

決権の数276個は、議決権不行使となっております。

 

②【自己株式等】

    2021年２月28日現在

所有者の氏名又
は名称

所有者の住所
自己名義所有株
式数（株）

他人名義所有株
式数（株）

所有株式数の合
計（株）

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％）

川崎地質株式会社
東京都港区三田二

丁目11番15号
168,800 27,600 196,400 18.56

計 － 168,800 27,600 196,400 18.56

 

（注）他人名義で所有している理由等

保有理由 名義人の氏名又は名称 名義人の住所

「株式給付信託（ＢＢＴ）」制度の

信託財産として27,600株保有

株式会社日本カストディ銀行（信託

Ｅ口）
東京都中央区晴海１丁目８番12号

 

２【役員の状況】

前事業年度の有価証券報告書提出日後、当四半期累計期間における役員の異動はありません。
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第４【経理の状況】

１．四半期財務諸表の作成方法について

　当社の四半期財務諸表は、「四半期財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（2007年内閣府令第63

号）に基づいて作成しております。

 

２．監査証明について

　当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第１四半期会計期間（2020年12月１日から2021年２

月28日まで）及び第１四半期累計期間（2020年12月１日から2021年２月28日まで）に係る四半期財務諸表について、

みおぎ監査法人による四半期レビューを受けております。

　なお、当社の監査法人は次のとおり交代しております。

第70期事業年度　　　　　　　　　　　　　　　　　　EY新日本有限責任監査法人

第71期第１四半期会計期間および第１四半期累計期間　みおぎ監査法人

３．四半期連結財務諸表について

当社は子会社がありませんので、四半期連結財務諸表を作成しておりません。

 

４．財務諸表等の適正性を確保するための特段の取組みについて

　当社は、財務諸表等の適正性を確保するための特段の取組みを行っております。具体的には、会計基準等の内容を

適切に把握できる体制を整備するため、公益財団法人財務会計基準機構へ加入し、最新の会計基準及び今後改定の予

定されている諸案件について遺漏なく把握できるように努めております。
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１【四半期財務諸表】

（１）【四半期貸借対照表】

  （単位：千円）

 
前事業年度

(2020年11月30日)
当第１四半期会計期間
(2021年２月28日)

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 1,078,611 2,022,431

受取手形 4,915 10,238

完成調査未収入金 2,478,784 2,290,914

未成調査支出金 1,107,510 1,064,769

材料貯蔵品 875 836

前払費用 60,669 43,953

その他 10,755 9,202

貸倒引当金 △248 △230

流動資産合計 4,741,874 5,442,115

固定資産   

有形固定資産   

建物（純額） 563,180 558,466

機械及び装置（純額） 94,401 87,214

土地 1,505,183 1,505,183

その他（純額） 180,929 215,872

有形固定資産合計 ※１ 2,343,695 ※１ 2,366,737

無形固定資産 112,565 106,825

投資その他の資産   

投資有価証券 378,165 412,241

繰延税金資産 162,573 152,710

その他 279,746 279,816

貸倒引当金 △3,000 △3,000

投資その他の資産合計 817,485 841,767

固定資産合計 3,273,746 3,315,331

資産合計 8,015,620 8,757,447

負債の部   

流動負債   

調査未払金 472,526 319,249

短期借入金 2,100,000 3,000,000

1年内返済予定の長期借入金 130,000 105,000

未払法人税等 100,108 89,369

賞与引当金 － 114,000

未成調査受入金 551,226 481,677

その他 491,034 331,242

流動負債合計 3,844,896 4,440,540

固定負債   

長期借入金 55,000 40,000

退職給付引当金 550,810 559,174

その他 235,011 237,163

固定負債合計 840,821 836,337

負債合計 4,685,717 5,276,877
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  （単位：千円）

 
前事業年度

(2020年11月30日)
当第１四半期会計期間
(2021年２月28日)

純資産の部   

株主資本   

資本金 819,965 819,965

資本剰余金 826,345 826,345

利益剰余金 2,113,797 2,240,251

自己株式 △553,531 △553,531

株主資本合計 3,206,575 3,333,029

評価・換算差額等   

その他有価証券評価差額金 123,327 147,539

評価・換算差額等合計 123,327 147,539

純資産合計 3,329,902 3,480,569

負債純資産合計 8,015,620 8,757,447
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（２）【四半期損益計算書】

【第１四半期累計期間】

  （単位：千円）

 
前第１四半期累計期間
(自　2019年12月１日
　至　2020年２月29日)

当第１四半期累計期間
(自　2020年12月１日
　至　2021年２月28日)

売上高 1,155,823 2,064,212

売上原価 819,493 1,367,452

売上総利益 336,330 696,760

販売費及び一般管理費 ※１ 490,576 ※１ 477,095

営業利益又は営業損失（△） △154,246 219,665

営業外収益   

受取利息 56 33

受取配当金 3,455 3,136

受取手数料 3,353 3,073

固定資産賃貸料 15,428 13,640

その他 1,895 656

営業外収益合計 24,189 20,540

営業外費用   

支払利息 5,950 5,901

リース支払利息 2,151 3,572

その他 53 －

営業外費用合計 8,156 9,474

経常利益又は経常損失（△） △138,213 230,731

税引前四半期純利益又は税引前四半期純損失（△） △138,213 230,731

法人税等 △30,850 82,050

四半期純利益又は四半期純損失（△） △107,363 148,681
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【注記事項】

（四半期財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理）

税金費用の計算

税金費用については、当第１四半期会計期間を含む事業年度の税引前当期純利益に対する税効果会計適用後の実

効税率を合理的に見積り、税引前四半期純利益に当該見積実効税率を乗じて計算しております。

ただし、当該見積実効税率を用いて税金費用を計算すると著しく合理性を欠く結果となる場合には、法定実効税

率を使用する方法によっております。

 

（四半期貸借対照表関係）

※１　有形固定資産の減価償却累計額

前事業年度
（2020年11月30日）

当第１四半期会計期間
（2021年２月28日）

1,792,236千円 1,824,011千円

 

（四半期損益計算書関係）

※１　販売費及び一般管理費の主なもの

 
　前第１四半期累計期間
（自　2019年12月１日

　　至　2020年２月29日）

　当第１四半期累計期間
（自　2020年12月１日

　　至　2021年２月28日）

給料手当 219,690千円 218,997千円

法定福利費 38,178 37,687

旅費交通費 26,238 12,896

賞与引当金繰入額 38,251 53,019

退職給付費用 7,866 6,929

 

　２ 売上高の季節的変動

前第１四半期累計期間（自　2019年12月１日　至　2020年２月29日）

　当社は、官公庁・公共企業体をはじめとする公共部門との取引率が高いことから、納期の関係もあり、

売上高・利益ともに第２四半期と第４四半期に集中するという季節変動の傾向があります。

 

当第１四半期累計期間（自　2020年12月１日　至　2021年２月28日）

　当社は、官公庁・公共企業体をはじめとする公共部門との取引率が高いことから、納期の関係もあり、

売上高・利益ともに第２四半期と第４四半期に集中するという季節変動の傾向があります。

 

（四半期キャッシュ・フロー計算書関係）

当第１四半期累計期間に係る四半期キャッシュ・フロー計算書は作成しておりません。なお、第１四半期累計期

間に係る減価償却費（無形固定資産に係る償却費を含む。）は、次のとおりであります。

 
前第１四半期累計期間
（自 2019年12月１日
至 2020年２月29日）

当第１四半期累計期間
（自 2020年12月１日
至 2021年２月28日）

減価償却費 32,196千円 35,114千円
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（株主資本等関係）

Ⅰ　前第１四半期累計期間（自　2019年12月１日　至　2020年２月29日）

１．配当に関する事項

(1) 配当支払金額

 
（決議）

株式の種類
配当金の総額
（千円）

１株当たり配
当額（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

2020年２月27日

定時株主総会
普通株式 22,228 25 2019年11月30日 2020年２月28日 利益剰余金

（注）2020年２月27日開催の定時株主総会決議による配当金の総額には、「株式給付信託（J-ESOP）および株式給

付信託（BBT）制度」が保有する当社株式に対する配当金2,316千円が含まれております。

 

(2) 基準日が当事業年度の開始の日から当四半期会計期間末までに属する配当のうち、配当の効力発生日が

当四半期会計期間の末日後となるもの

該当事項はありません。

 

２．株主資本の著しい変動に関する事項

前事業年度末日と比較して著しい変動はありません。

 

Ⅱ　当第１四半期累計期間（自　2020年12月１日　至　2021年２月28日）

１．配当に関する事項

(1) 配当支払金額

 
（決議）

株式の種類
配当金の総額
（千円）

１株当たり配
当額（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

2021年２月25日

定時株主総会
普通株式 22,227 25 2020年11月30日 2021年２月26日 利益剰余金

（注）2021年２月25日開催の定時株主総会決議による配当金の総額には、「株式給付信託（J-ESOP）および株式給

付信託（BBT）制度」が保有する当社株式に対する配当金2,249千円が含まれております。

 

(2) 基準日が当事業年度の開始の日から当四半期会計期間末までに属する配当のうち、配当の効力発生日が

当四半期会計期間の末日後となるもの

該当事項はありません。

 

２．株主資本の著しい変動に関する事項

前事業年度末日と比較して著しい変動はありません。

 

（セグメント情報等）

【セグメント情報】

Ⅰ　前第１四半期累計期間（自　2019年12月１日　至　2020年２月29日）

当社は、建設工事に関連する地質調査、土質調査を中心に環境・防災・海洋調査業務等を行い、これらに

関連する測量、建設計画、設計等の業務および工事を営む単一事業の企業集団であることから、記載を省略

しております。

 

Ⅱ　当第１四半期累計期間（自　2020年12月１日　至　2021年２月28日）

当社は、建設工事に関連する地質調査、土質調査を中心に環境・防災・海洋調査業務等を行い、これらに

関連する測量、建設計画、設計等の業務および工事を営む単一事業の企業集団であることから、記載を省略

しております。
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（１株当たり情報）

　１株当たり四半期純利益又は１株当たり四半期純損失及び算定上の基礎は、以下のとおりであります。

 
前第１四半期累計期間
（自　2019年12月１日
至　2020年２月29日）

当第１四半期累計期間
（自　2020年12月１日
至　2021年２月28日）

１株当たり四半期純利益又は１株当たり四半期純損失

（△）
△124円63銭 172円60銭

（算定上の基礎）   

四半期純利益又は四半期純損失（△）（千円） △107,363 148,681

普通株主に帰属しない金額（千円） － －

普通株式に係る四半期純利益又は四半期純損失

（△）（千円）
△107,363 148,681

普通株式の期中平均株式数（株） 861,461 861,424

（注）１．「株式給付信託（ＢＢＴ）」制度に残存する当社の株式は、「１株当たり四半期純利益又は１株当たり四半期

純損失」を算定するための普通株式の期中平均株式数の計算において控除する自己株式に含めております（前

第１四半期累計期間27千株、当第１四半期累計期間27千株）。

２．潜在株式調整後１株当たり四半期純利益については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

 

（重要な後発事象）

　該当事項はありません。

 

 

２【その他】

該当事項はありません。
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
　該当事項はありません。
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 独立監査人の四半期レビュー報告書  

 

2021年４月13日

川崎地質株式会社

取締役会　御中

 

みおぎ監査法人

　東京都千代田区

 

 
指 定 社 員
業務執行社員

 公認会計士 新川　　良　　印

 

 
指 定 社 員
業務執行社員

 公認会計士 中村　謙介　　印

 
監査人の結論

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている川崎地質株式

会社の2020年12月１日から2021年11月30日までの第71期事業年度の第１四半期会計期間(2020年12月１日から2021年2月

28日まで)及び第１四半期累計期間(2020年12月１日から2021年2月28日まで)に係る四半期財務諸表、すなわち、四半期

貸借対照表、四半期損益計算書及び注記について四半期レビューを行った。

　当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認めら

れる四半期財務諸表の作成基準に準拠して、川崎地質株式会社の2021年２月28日現在の財政状態及び同日をもって終了

する第１四半期累計期間の経営成績を適正に表示していないと信じさせる事項が全ての重要な点において認められな

かった。

 

監査人の結論の根拠

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レビューを行っ

た。四半期レビューの基準における当監査法人の責任は、「四半期財務諸表の四半期レビューにおける監査人の責任」

に記載されている。当監査法人は、我が国における職業倫理に関する規定に従って、会社から独立しており、また、監

査人としてのその他の倫理上の責任を果たしている。当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断し

ている。

 

その他の事項

　会社の2020年11月30日をもって終了した前事業年度の第１四半期会計期間及び第１四半期累計期間に係る四半期財務

諸表並びに前事業年度の財務諸表は、それぞれ、前任監査人によって四半期レビュー及び監査が実施されている。前任

監査人は、当該四半期財務諸表に対して2020年４月10日付で無限定の結論を表明しており、また、当該財務諸表に対し

て2021年２月25日付で無限定適正意見を表明している。

 

四半期財務諸表に対する経営者並びに監査等委員会の責任

経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期財務諸表の作成基準に準拠して四半期財務諸表

を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期財務諸表を作成し適

正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

四半期財務諸表を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき四半期財務諸表を作成することが適切であ

るかどうかを評価し、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期財務諸表の作成基準に基づいて継続企業に関

する事項を開示する必要がある場合には当該事項を開示する責任がある。

監査等委員会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視することにある。

 

四半期財務諸表の四半期レビューにおける監査人の責任

監査人の責任は、監査人が実施した四半期レビューに基づいて、四半期レビュー報告書において独立の立場から四半

期財務諸表に対する結論を表明することにある。

監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に従って、四半期レビューの過程を通

じて、職業的専門家としての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。
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・　主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対する質問、分析的手続その他の四半期レ

ビュー手続を実施する。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して実

施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

・　継続企業の前提に関する事項について、重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関して重要な不確実性が

認められると判断した場合には、入手した証拠に基づき、四半期財務諸表において、我が国において一般に公正妥当と

認められる四半期財務諸表の作成基準に準拠して、適正に表示されていないと信じさせる事項が認められないかどうか

結論付ける。また、継続企業の前提に関する重要な不確実性が認められる場合は、四半期レビュー報告書において四半

期財務諸表の注記事項に注意を喚起すること、又は重要な不確実性に関する四半期財務諸表の注記事項が適切でない場

合は、四半期財務諸表に対して限定付結論又は否定的結論を表明することが求められている。監査人の結論は、四半期

レビュー報告書日までに入手した証拠に基づいているが、将来の事象や状況により、企業は継続企業として存続できな

くなる可能性がある。

・　四半期財務諸表の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期財務諸表の作成基準

に準拠していないと信じさせる事項が認められないかどうかとともに、関連する注記事項を含めた四半期財務諸表の表

示、構成及び内容、並びに四半期財務諸表が基礎となる取引や会計事象を適正に表示していないと信じさせる事項が認

められないかどうかを評価する。

監査人は、監査等委員会に対して、計画した四半期レビューの範囲とその実施時期、四半期レビュー上の重要な発見

事項について報告を行う。

監査人は、監査等委員会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規定を遵守したこと、並びに

監査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害要因を除去又は軽減するためにセーフガードを講

じている場合はその内容について報告を行う。

 

利害関係

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以　上

 

　（注）１．上記は四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期報

告書提出会社）が別途保管しております。

２．ＸＢＲＬデータは四半期レビューの対象には含まれていません。
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